









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































全国総合開発 新全国総合開発 第三次全国総合 第四次全国総合 21世紀の国土の
計　　　　　画 計　　　　　画 開　発　計　画 開　発　計　画 グランドデザイン
（全　総） （新全総） （三全総） （四全総） （五全総）
閣議決定 昭和37年10月5日昭和44年5月30日昭和52年11月4日昭和62年6月30日平成10年3月31日
策定時の
焉@　閣 池　田　内　閣 佐　藤　内　閣 福　田　内　閣 中曽根内閣 橋　本　内　閣




2　過大都市間 2　人口，産業 2　人口，産業 集中 大競争，アジア
題，所得格差 の大都市集中 の地方分散の 2　産業構造の 諸国との交流）
の拡大 3　情報化，国 兆し 急速な変化等 2　人口減少，高
3　所得倍増計 際化，技術革 ．3　国土資源， により，地方 齢化時代
画（太平洋べ 新の進展 エネルギー等 圏での雇用問 3　高度情報化時
ルト地帯構 の有限性の顕 題の深刻化 代
想） 在化 3　本格的国際
化の進展







基本目標 〈地域間の均衡 〈豊かな環境の 〈人間居住の総 〈多極分散型国 〈多軸型国土構造
ある発展〉 創造〉 合的環境の整 土の構築〉 形成の基礎つく
都市の過大化 基本的課題を 備〉 安全でうるお り〉
による生産面・ 調和しつつ，高 限られた国土 いのある国土の 多軸三国土構造
生活面の緒問 福祉社会を目ざ 資源を前提とし 上に，特色ある の形成を目指す
題，地域による して，人間のた て，地域特性を 機能を有する 「21世紀の国土の
生産性の格差に めの豊かな環境 生かしつつ，歴 多くの極が成立 グランドデザイ
ついて，国民経 を創造する。 史的，伝統的文 し，特定の地域 ン」実現の基礎を
済的視点からの 化に根ざし，人 への人口や経済 築く。
総合的解決を図 間と自然との調 機能，行政機能 地域の選択と責









基本的課 1　都市の過大 1　長期にわた 1　居住環境の 1　定住と交流 1　自立の促進と?
化の防止と地 る人間と自然 総合的整備 による地域の 誇りの持てる地
域格差の是正 との調和，自 2　国土の保全 活性化 域の創造
2　自然資源の 然の恒久的保 と利用 2　国際化と世 2　国土の安全と
有効利用 護，保存 3　経済社会の 界都市機能の 暮らしの安心の
3　資本，労働， 2　開発の基礎 新しい変化へ 再編成 確保
技術等の諸資 条件整備によ の対応 3　安全で質の 3　恵み豊かな自
源の適切な地 る開発可能性 高い国土環境 然の享受と継承










開発方式 〈拠点開発構想〉 〈大規模プロ 〈定住構想〉 〈交流ネット 〈参加と連携〉?
目標達成のた ジェクト構想〉 大都市への人 ワーク構想〉 一多様な主体の参
め工業の分散を 新幹線，高速 口と産業の集中 多極分散型国 加と地域連携によ
図ることが必要 道路等のネット を抑制する一 土を構築するた る国土づくり一
であり，東京等 ワークを整備 方，地方を振興 め，①地域の特 （4つの戦略）
の既成大集積と し，大規模プロ し，過密過疎問 性を生かしつ 1　多自然居住地
関連させつつ開 ジェクトを推進 題に対処しなが っ，創意と工夫 域（小都市，農
発拠点を配置 することによ ら，全国土の利 により地域整備 山漁村，中山間
し，交通通信施 り，国土利用の 用の均衡を図り を推進，②基幹 地域等）の創造
設によりこれを 偏在を是正し， つつ人間居住の 的交通，情報・ 2　大都市のリノ
有機的に連絡さ 過密過疎，地域 総合的環境の形 通信体系の整備 ベーション（大
せ相互に影響さ 格差を解消す 成を図る。 を国自らあるい 都市空間の修










投資規模 昭和41年から昭 昭和51年から昭 昭和61年度から投資総額を示さ
和60年 和65年 平成12年度 ず，投資の重点化，
約130～170兆円約370兆円 1，000兆円程度効率化の方向を示
累積政府固定形 累積政府固定資 公，民による累 す。
成 本形成 積国土基盤投資
（昭和40年価格） （昭和50年価格） （昭和55年価格）
（注）出所：建設省監修r道路交通経済要覧』（平成10年版）
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　このほか，見落とせない開発を伴うプロジェクトには，建設省が1968年作成の「地域開発の
主要課題」を受けて提唱された「地方生活圏構想」にもとつく生活圏整備に関するプロジェク
トがある。「新全総」がこの構想を「広域生活圏」として認知したことを受けて動き出し，
1969年以降，全国の178箇所を「地方生活圏」として設定している。1990年には「新地方生活圏
計画」として再出発し，「青森地方生活圏」など全国の141箇所が「新地方生活圏」として指定
を受けている。これに伴って圏内でいくつかの開発計画や建設計画が策定されている。たとえ
ば，青森地方生活圏では「青森市高次都市機能整備プロジェクト」「陸奥湾沿岸地域整備プロ
ジェクト」「交流拠点形成プロジェクト」などのプロジェクトを計画し，発足させている。
　4）第4期の開発行政一オイルショックが「新全総」策定直後の1973年に勃発している。周
知のように，オイルショックは高度経済成長期以降，経済成長や「経済大国化」に陶酔してい
たわが国や市民には，大変な衝撃であった。当然のことながら，経済成長や「経済大国化」が
ベースにしてきた資源浪費型・重厚長大型の工業化や産業構造に大打撃を与え，政策の軌道修
正を迫った。それはほかならぬ，大量かつ低廉な石油を安定的に輸入し，浪費することで成り
立つ「新全総」の破綻を意味する。このため，オイルショックを契機にわが国は「新全総」の
「巨大開発」方式を見直す必要に迫られた。見直し後に新たに策定された「全国総合開発計
画」が「三全総」（1977年）である。
　「新全総」までの経済社会活動は国民の経済生活を国際的な高水準に引き上げるのに大いに
寄与したが，「経済的豊かさを実現する過程で，地域社会や国民の生活環境は，急激な変化にさ
らされ，さまざまな問題と困難に直面」した。具体的には「人口，産業が急速に巨大化した大
都市では，今や，集中し拡大する生活・生産諸活動と有限な都市空間，国土資源との問に不均
衡が生じ，また都市構造の更新の必要に現実のテンポが対応しきれず，このため，人々の生活
環境は，公害，環境問題の深刻化や交通混雑等過密の弊害によって，快適性を欠くばかりでな
く，大震火災に際しての安全性の確保が重大な課題となっている。同時に，人々は，日常生活
で自然とのつながりを失って，ふるさとの山や川を想い，そのような環境で育つ子供の将来に
不安を抱いて」いる。r地方都市では，これまでも，周辺農山漁村を含めた地域の経済，社会，
文化の中心としての役割を果たしてきたが，人口の大都市への流出を抑え，若年層の定着性を
高めて活力ある地域社会を再建するために，地方都市に対する期待は高まってきている。しか
しながら，現状においては，教育，文化，医療等に関するサービスや多様な就業の機会等にお
いて，大都市よりも一般的に低水準にあって，若年層の定住の基礎条件になお不満，不足であ
るぽかりでなく，日常の生活環境についても住民ニーズとの問に乖離がある。また，モータリ
ゼーションの進展に伴って，生活の広域化が急速に進み，これに即応する都市構造を持たない
ため，種々の困難に直面」している。一方，農山漁村では「零細な経営の下で全国的な生活水
準の向上に対応するため，兼業化が急速に進み，更に農業労働力に占める老人，婦人の割合が
高まり，同時に若年層を中心に人口の流出が続いて，均衡のとれた地域社会の維持，発展が困
難」化するなどの問題が表面化している（注30）。
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　　「新全総」の時期に醸成し表面化した「経済社会の新しい変化への対応」が必要であるとす
る認識，つまり，「四半世紀にわたって世界にも例のない高度成長を続けてきた我が国経済は，
内外環境の変化によって新しい段階へと移行しつつある。その中で，国民一人ひとりの価値観
や欲求は多様化し，多元化してきており，生活の安全性や安定性の確保など生活の質的充実，
うるおいのある生活環境が強く求められている。また，世界の政治経済は著しい変化を遂げ，
資源有限性の認識の高まりとともに，エネルギー問題，食糧問題など，我が国の経済社会をと
りまく国際環境は一段と厳しさと不安定性を増しており，これに対応して国土の利用について
根本的な見直しが要請されている」とする認識（注31）が，「新全総」の見直しと「三全総」の策定
につながっている。「三全総」が「計画方式」として選択したのは「定住構想」方式であった。
　「三全総」は「定住構想」方式を選択したことについて，以下のように説明している。「第二
次全国総合開発計画においては，第一次全国総合開発計画における拠点開発方式を更に充実さ
せ，中枢管理機能の集積と物的流通の機構とを体系するため，全国的なネットワークを整備
し，この新ネヅトワークに関連せしめながら各地域の特性を生かした自主的・効率的な大規模
開発プロジェクトを計画し，これを実施することによって，この地域が飛躍的に発展し，漸次
その効果が全国土に及び，全国土の利用が均衡のとれたものとなる方式がとられた。同時に，
生活圏を地域開発の基礎単位として設定し，地域の特性を生かした生活圏の整備，充実が図ら
れることを地域の自主性に期待した。つまり，国土経営の新しい生成システムを整備すること
に重点をおいて，全国土にわたる開発・整備を進め，その基礎の上に新しい生活圏が整備され
るにつれて，計画の目標が達成される根本的な方途が開かれるという方式である。しかしなが
ら，新しい生活圏の整備が立ち遅れたため，計画が意図した目的を達成するに至っていない。
第三次全国総合開発計画においては，大都市への人口と産業の集中を抑制し，一方，地方を振
興し，過密過疎問題に対処しながら，全国土の利用の均衡を図りつつ，人間居住の総合的環境
の形成を図るという方式（定住構想）を選択」するとしている（注32）。
　こうして策定された「三全総」も1987年には以下の事情で見直され，新たに「四全総」を策
定している。「昭和50年代後半に至り，東京圏への高次都市機能の一極集中と人口の再集中が
進んでいる。この傾向が更に進展すれば，東京圏の居住環境の改善を難しくするぽかりでな
く，限りある国土資源と人間活動のバランスが崩れ，貴重な国土を良好な状態で将来に引き継
ぐことも困難となる」など，「新たな地域課題と経済社会の変化に的確に対応」する必要がある
と判断し，「三全総」に見切りをつけ，新たに「四全総」を策定している。基本目標として「多
極分散型国土の構築」を掲げ，「計画手法」として「交流ネットワーク構想」を打ち出してい
る。「四全総」が掲げた国土計画は，以下の3つである。1つは，「定住と交流による地域の活
性化」，2つは，「国際化と世界都市機能の再編成」，3つは，「安全で質の高い国土環境の整
備」である。「定住と交流による地域の活性化」では「新しい経済社会への転換が産業構造の変
化を伴いつつ急速に進んでいる。エレクトロニクス，ライフサイエンス，新素材をはじめとす
る科学技術の進歩が，新しい発展の可能性を切り開こうとしている一方，我が国経済の国際化
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は，産業調整の進展，国境を越えた企業立地の展開，農業の体質強化の要請など地域産業に大
きな影響を与えつつある。こうした中で，近年地方圏においては，人口減少を生じている地域
も多く見られ，これらの地域の活性化が喫緊の課題」であるとする認識，「国際化と世界都市機
能の再編成」では「我が国経済は，国際的相互依存関係を強めつつ世界の経済活動の1割以上
を占めるに至り，国際社会における地位と役割は大きなものとなっている。このため，我が国
は従来にも増して国際社会との調和やその発展への貢献を図っていくことが不可欠であり，今
後本格的国際化の時代を迎え，世界に開かれ，世界とともに歩む国土づくりを進めることが強
く求められている」とする認識，「安全で質の高い国土環境の整備」では「安全で美しい国土を
21世紀に引き継ぐことが，基本的課題である。国民の安全を確保することは，安定した人と国
±のかかわりのための基本的条件であり，良好な国土管理により安全な国土を形成するととも
に，都市化，情報化，技術革新等が進展する中で，複雑，多様化していく災害へ的確に対応
し，あらゆる側面で国民生活の安全性を確保していくことがますます重要になる」とする認識
を示し，「四全総」を通じて「安全でうるおいのある国土の上に，特色ある機能を有する多くの
極が成立し，特定の地域への人口や経済機能，行政機能等諸機能の過度の集中がなく，地域
間，国際間で相互に補完し，触発しあいながら交流している多極分散型の国土」，いわゆる「生
活の圏域（定住圏）を基礎的な単位とし，さらに，中心となる都市の規模，機能に応じて定住
圏を越えて広がる広域的な圏域で構成され，それらは重層的に重なり合った構造をもち，それ
ぞれの圏域が全国的に連携することによりネットワークを形成する」「多極分散型国土の構築」
をめざすとしている（注33）。
　ちなみに，わが国が1962年に最初の「国土総合開発計画」を「旧全総」として策定して以
来，「新全総」「三全総」「四全総」と相次いで制定してきたが，これらの「国土総合開発計画」
はいずれも，「人口と産業の大都市圏への過度の集中による弊害と地域間格差を是正し，国と
の均衡ある発展を図るため」策定されている。だが「国土総合開発計画」の策定にもかかわら
ず，「予想を上回るダイナミックな集中，集積メカニズムの下で，国土の均衡ある発展は，未だ
達成されて」いない。このため，「四全総」以降においても「世界が一体化し，人，物，資金，
情報が自由に移動する時代を迎える中，戦後の我が国の発展を支えてきた経済社会システム
が，むしろ我が国の活力ある発展を阻害する要因になって」おり，くわえて「さらに我が国は
本格的な少子・高齢化を迎え……，将来に対する目標の喪失感と時代の閉塞感が広がって」き
た（注34）。
　そこで，こうした状況を受け，21世紀の幕開けを意識して策定されたのが，1998年策定の
「五全総」である。「経済面での欧米諸国へのキャッチアップを終えた地球社会のフロントラン
ナーの一員として，環境，資源の有限性が強く意識される21世紀において求めるものは，経済
的な豊かさとともに精神的な豊かさを味わうことができる，ゆとりと美しさに満ちた暮らしを
実現することである。このため，豊かな生活の源泉である経済社会の活力を維持しながら，そ
の恵みによって人間を癒すものである自然を保全し回復するとともに，人間の行うあらゆる活
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動に豊かな充実感と生きる意味を与えるものである文化を創造し，人々に多様な暮らしの選択
可能性を提供することができる国土の構想」（注35），それこそは「21世紀の国：土のグランドデザ
インー地域の自立の促進と美しい国土の創造」を掲げた「五全総」である。「国土構造転換への
道を切り拓き，長期構想『21世紀の国土のグランドデザイン』実現の基礎を築くことを目標」
に「五全総」が掲げた基本的課題は，以下の5点である（注36）。
　1つは，「地域と自ら将来の展望を切り拓くことが可能になるよう，地域の自立を促進し，自
然や文化を重視した誇りを持てる地域を創造する」。
　2つは，「大規模な地震を始めとする様々な自然災害等に対し国土の安全性を向上するとと
もに，長期的に見込まれる人口減少・高齢化，世界的な気候変動や地球資源の減少に対し，く
らしの安全を確保する」。
　3つは，「人類の生存基盤である環境と資源の有限性を認識し，精神的，物質的な恵みをもた
らす豊かな自然を持続可能な形で享受しつつ，将来に継承する」。
　4つは，「国内外の地域無競争が厳しさを増す中で，豊かな生活と雇用の安定を確保できる
よう，経済構造改革を進め，活力ある経済社会を構築する」。
　5つは，「全国各地域がそれぞれの特性を生かして国際的役割を担い，世界と交流し，国土の
隅々までが世界に開かれる状況を創出する」の5点である。
　これらの基本的課題を実現するため，「五全総」は多様な主体の参加と地域間の連携を進め
つつ，「地域に即した戦略」（過疎化，高齢化により地域社会が変貌しつつある一方で，豊かな
自然や固有の文化が残されている中小都市や農山漁村等からなる地域において，誇りの持てる
自立的な地域づくりを進めるなど）と「広域的に展開する戦略」（国内外の地域間競争が激しく
なる中で，地域間の連携と交流によって地域の個性ある自立を広域にわたり促進するととも
に，世界に開かれた国土の形成に向けて国際面での地域の自立を進める広域的な交流圏の形成
に取り組むなど）を通じて「各種機能へのアクセス機会の均等化を図る観点から交通，情報通
信基盤の整備を進める」として「多自然居住地域の創造」「大都市のリノベーション」「地域連
帯軸の展開」「広域国際交流圏の形成」にかかわる多様な事業計画を打ち出している（注37）。
　周知のように，1980年代の開発行政は「三全総」などの「全国総合開発計画」を軸に展開し
ているが，「開発プロジェクト」ではこのほか，以下の法律にもとつく「開発プロジェクト」も
重要である。1983年には「高度技術工業集積地域開発促進法」を制定している。この法律は
「新全総」以降の大規模開発の拠点として位置づけられる「テクノポリス開発地域」を定め，
全国の26箇所を「テクノポリス開発地域」に指定している（1997年現在，道央地域，函館地
域，青森地域，北上川流域地域，仙台北部地域，秋田地域，山形地域，郡山地域，宇都宮地
域，信濃川地域，富山地域，浅間地域，甲府地域，浜松地域，西播磨地域，吉備高原地域，広
島中央地域，宇部地域，香川地域，愛媛地域，環大村湾地域，久留米鳥栖地域，熊本地域，大
分県県北国東地域，宮崎地域，鹿児島県国分隼人地域）。1987年には「総合保養地域整備法」を
制定し，「北海道富良野・大雪リゾート地域整備構想」や「津軽・岩木リゾート構想」，「北緯
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大規模「国家プPジェクト」の構想と現実一「東京湾横断道路」建設と「常磐新線」建設計画に関する研究序説（田口）
40℃シーズナルリゾートあきた構想」など全国の4箇所を「リゾート構想地域」に指定（承
認）し（1997年現在），これら地域を中心に大規模なリゾート開発に着手している。1988年には
「多極分散型国土形成推進法」を制定し，「業務核都市」や「振興拠点地域」を指定している。
さらに1988年には「地域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に関する法律」を制定
し，1997年現在，全国の26箇所を「頭脳立地集積促進地域」に認定している。たとえば，北海
道旭川地域では①高度化産業として生活関連産業や機会金属工業，②集積特定事業としてソフ
トウエア業，情報処理サービス業，情報提供サービス業，デザイン業，自然科学研究所などの
集積の促進を計画し，青森県八戸地域では①高度化産業として新素材やバイオテクノロジー，
②集積特定事業として自然科学研究所，ソフトウエア業，デザイン業などの集積の促進を計画
している。1992年には「地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法
律」を制定し，帯広圏（帯広市，音更町，芽室町，幕別町）やオホーツク北網地域（北見市，
網走市，女満別町，美幌町，端野町）など全国の85箇所を「地方拠点都市地域」に指定してい
る。オホーツク叩網地域では「都市拠点整備地区」「教育・文化地区」「ウォーターフロント・
都心整備地区」「ふれあい交流プラザ地区」などを定め，都市整備や産業業務施設を再配置する
ため，多様な「開発プロジェクト」を計画・着手している（1997年現在）。
（注）
16　「千葉新産業三角構想」については千葉県職員労働組合編rいま，ちばは一県民・くらしの白書』
　　（千葉県職員労働組合，1985年），千葉県職員労働組合編『暮らしにひかりをいま転換のとき一県民の
　くらしの白書第5版』（千葉県自治体問題研究所，1993年）が批判的な検討をしている。
17企業庁や「第3セクター」などが投資してきた開発事業の少なからずは，1990年代に，いわゆる「不
　良債権」化し，自治体財政の重荷になってきている。自治体の不良債権については中山徹の優れた研
　究がある（中山徹著『行政の不良債権』自治体研究社，1996年）。
18　国土庁編r第三次全国総合開発計画』（1977年）7頁。
19　政治家と土建業者が公共事業を「利権誘導」と「集票」の装置として駆使する社会・政治システムが
　　「土建国家」である。「土建国家」の社会構造が本格化するのは1970年代前半である。以来，わが国は
　　「土建国家」として歴史を刻んできた。「土建国家」の典型は新潟3区の政治家・田中角栄と支援組織
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　てきた。石川真澄は「土建国家」を「公共事業に代表される地元利益と選挙の票を交換することで成り
　立っている『与党が与党であることによって与党であり続ける』システムのこと」として捉え（ジェラ
　ルド・カーティス，石川真澄共著『土建国家・ニッポン』光文社，1983年，5頁），さらに「もっと
　もっと公共事業が毎年，何か来ないと困る。それが，利益誘導による集票構造を根本のところで支え
　ており，そのうえに政治家と土建業者との金と人とのつながりが乗っている。その意味で日本はまつ
　たく『土建国家』なんです」と説明している（18頁）。
20　下河辺淳著『戦後国土計画の証言』日本経済評論社，1994年。
21　宮本憲一著r地域開発はこれでよいのか』（岩波新書，1973年）22～25頁。
22　宮本憲一著『前掲書』26頁。
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26　経済企画庁編『前掲書』37頁。
27経済企画庁編『新全国総合開発計画』（1969年，大蔵省印刷局）5～6頁。
28　経済企画庁編r前掲書』9～11頁。
29　経済企画庁編『前掲書』42～45頁。
30　国土庁編『第三次全国総合開発計画』（1977年，大蔵省印刷局）1～3頁。
31　国土庁編r前掲書』4頁。
32　国土庁編『前掲書』6～7頁。
33　「四全総」をここでは国土庁計画・調整局・四全総研究会編『第四次全国総合開発計画一40の解説』
　（時事通信社，1987年，以下，国土庁編）により紹介する。国土庁編r第四次全国総合開発計画』27～
　29頁。
34　国土庁編『21世紀の国土のグランドデザインー地域の自立の促進と美しい国土の創造』（1998年，大
　蔵省印刷局）はじめに。
35　国土庁編r前掲書』1頁。
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